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○竹下委員長 この際、山井和則君から関連質疑の申し出があります。西村君の持ち時間の範囲内でこれを許し

ます。山井和則君。 

○山井委員 これから四十分間、質問をさせていただきます。 

 まず最初に、甘利前大臣の口きき疑惑についてであります。 

 一月二十八日に、甘利大臣は会見をして辞任を表明されました。しかし、残念ながら、それ以降、甘利大臣から

は説明責任が全く果たされておらず、私たちは、辞任会見の中には少しうそがあったのではないかという疑念を

持たざるを得ない状況に至っております。 

 具体的に言いますと、これが甘利大臣の辞任の記者会見なんですけれども、三点申し上げます。 

 一点目は、Ａ秘書やＣ秘書が金額交渉等に介入したことはないと明言をしておられます、甘利大臣は。そして、

今回の辞任の一つの理由として、秘書が疑惑を招いていることについて監督責任を重く受けとめておりますと。

秘書が大問題を起こしたということもあって自分は辞任をするとも受け取られる、そういう会見でありました。

さらに、三点目、しかるべきタイミングで事務所や秘書についての調査結果の公表をすると。しかし、今日まで全

くそのめども立っておりません。 

 きょう、石井国交大臣もお越しをいただいたんですが、ぜひ誠実にお答えいただきたいんですが、黒塗りの資

料が多くて真相解明がなかなかできないんですね。このままでは、安倍政権全体が口きき疑惑隠しをしているの

ではないかと思わざるを得ないと思います。 

 そこで、フリップでこの疑惑をもう一回おさらいしてみたいと思います。 

 二〇一三年五月九日、一色氏、今回の告発者が甘利事務所に協力を依頼。それで、当初は補償に消極的だったの

が、甘利氏秘書の仲介後、交渉が進み、補償額も上がったということで、二・二億円の補償契約が締結されまし

た。一色氏の話によると、最初はゼロ、その次に一億八千万、それをまたもう少しと言ったら二億となって、もう

一声とお願いしたら二・二億円とつり上がっていったということです。私は、一色氏にもお目にかかって、お話を

お聞きしております。 

 そして、そのお礼として、八月二十日の日に、一色氏が甘利氏秘書に五百万円を献金した。これも事前に、お礼

は幾ら払ったらいいですかということをすり合わせた上で、五百万というふうに言われております。 

 さらに、十一月十四日には、Ｓ社社長、この建設会社の社長が甘利氏に、補償金の二・二億円のお礼として五十

万円を大臣室で渡しております。このことは甘利前大臣も認めておられます、五十万円受け取ったと。 

 ここまでをＡ案件としましょう。ここからがＢ案件です。 

 さらに、二〇一四年の二月、一色氏は、産廃撤去のための新たな補償交渉について甘利氏に説明をし、三十分間

大和事務所で資料を見せて説明をし、五十万円を渡されました。協力依頼と見られます。 

 その後、話が動き出したのが二〇一五年の十月九日。補償額についてＵＲの職員が、目いっぱい条件を提示し

ていると言っているのに対して、甘利氏秘書は、少し色をつけてでもと発言をしております。 

 そして、十月二十八日には、甘利氏秘書がＵＲ側に、私の方から建設会社の要求額を建設会社に聞いてもよい

がということまで言っています。それに対してＵＲ職員は、甘利氏の秘書に対して、これ以上関与されない方が

よろしいように思うととめているわけですよね。にもかかわらず、今回、私たちの調査で明らかになったのは、と

められた四日後に、甘利氏の秘書が一色氏に、二十億円をＵＲに提示してはどうかということを言っているわけ

ですね。 

 そのあたりのことは、私たちはそのときの会話録、そしてこのテープ、これも入手をさせていただいておりま

す。この会話録、テープを聞く中で少しずつ真相が究明をされているということです。 

 そして、今回、二月十六日の日には、さらに、甘利氏の秘書や甘利氏に関して、弁護士さんはＵＲや国交省に一

切連絡も調査もしていないことが発覚をした。まだ調査は進んでいないんですね。 

 こう考えると、全く秘書が金額交渉に関与していないという甘利氏の記者会見は、これは事実と異なるのでは

ないか。 



 さらに、もう一つ重要なことが明らかになったのは、十二月一日、余りにも圧力が激しいので、甘利氏の秘書に

ＵＲの担当者は、この案件は甘利大臣には報告しているのかと聞かれたら、秘書は、甘利大臣に報告していると

発言しているんですね。 

 つまり、これは秘書さんがやったのではなく、甘利大臣が五十万円のお金をもらい、事務所が五百万円の献金

も受け、一体になって、報告をしながらやっている。東京地検の元検事であった弁護士の方々によると、絵に描い

たようなあっせん利得だと言われているわけです。 

 そこで、まず石井国土交通大臣にお伺いしたいんです。 

 黒塗りのこの資料、秘書さんとＵＲの担当者の一つ一つの面会記録が出てきているんですが、秘書さんが何を

発言しているかという肝心の部分が黒塗りなんですね。この部分の黒塗りされていないものを石井大臣は先日、

一部見たとおっしゃっていましたが、この中で金額交渉等に関係することはなかったんですか。 

○石井国務大臣 ＵＲが公表していない部分につきまして、私から答弁をすることは差し控えさせていただきた

いと存じます。 

○山井委員 ＵＲの方々には連日開示をお願いしましたが、らちが明かないので、監督官庁である国土交通省の

石井大臣に質問をさせていただいているんです。私たちも不本意ながら質問させていただいているんです、ここ

は。 

 ここは、ＵＲが開示しない以上、例えばどう言っているのか。先方は幾ら欲しいのか、建設会社は幾ら欲しいの

かと秘書さんが聞いているんですよね、十月二十八日。それに対してＵＲ側は、具体額はおっしゃらないと。それ

で秘書さんは、私から先方に聞いてもよいが、そういうふうなことまで言っているんですね。明らかにこれは金

額交渉であって、この黒塗りの部分、金額交渉に関係ないのであれば、口ききをしていないという甘利大臣の言

い分が正しいのであれば、この黒塗りの部分は白くしていただいたらいいんじゃないでしょうか。石井大臣、い

かがですか。 

○石井国務大臣 ＵＲが公表した資料は、いわゆる個人情報や法人情報に該当する部分や、補償の考え方に関す

る部分を不開示としているとのことでございます。 

 情報公開制度の考え方に基づけば、通常開示されるべき範囲を超えて個人情報に該当する部分等をさらに開示

しようとする場合には、関係者の同意を得ることが最低限必要と考えられるため、ＵＲとしては、甘利議員事務

所秘書との応接録にある秘書の発言を全て開示するべきとの要請に応えることは極めて困難と考えているという

ことでございます。 

○山井委員 いや、これは法人情報や個人情報だけじゃないんじゃないですか。 

 例えば、補償額ということについて、こういうやりとりがあるんですよね。例えば十月九日のものでも、右上の

方ですかね。補償は幾ら提示したのか、教えられる範囲で構わない、黒塗りとか。黒塗り、何たら補償は幾ら提示

したのか。これは法人情報や個人情報じゃなくて、まさに交渉そのものだと思うんです。 

 改めて石井大臣にお伺いしたいと思いますが、どう考えたって、法人情報や個人情報だけじゃないですよ、こ

れを見たら。それを開示すべきじゃないですか。 

○石井国務大臣 公表の範囲につきましては、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律等に基づき、

ＵＲにおいて判断されるべき事項であり、本件につきましてもＵＲが可能な限り開示したものと承知をしており

ます。 

 なお、先ほど申し上げたとおり、通常開示されるべき範囲を超えて個人情報に該当する部分等をさらに開示し

ようとする場合には、関係者の同意を得ることが最低限必要というふうに考えられるということでございまして、

甘利議員事務所との応接録にある秘書の発言を全て開示するべきとの要請に応えることは極めて困難である。 

 また、Ｓ社におきましても、今回の御要請を受けて、昨日ＵＲにおいて改めてＳ社に確認をしましたところ、Ｓ

社社長からは、補償交渉の内容について、情報公開制度で通常開示されるべき範囲を超えて開示することは同意

できないとの意向が表明されているところである、こういうふうに聞いているところでございます。 

○山井委員 補償交渉の中身をＳ社の社長が開示しないでくれと言っているということは、補償交渉のことをや

はり黒塗りしているということをお認めになられたことになりますよ。 



 さらに、十月九日には、機構は、黒塗りの何たらを想定、積算しているが、先方の建設会社は黒塗り、何とかを

要求しており、ここに大きな乖離があると。右上ですが、それで秘書さんが、何とか補償は幾ら提示したのか、教

えられる範囲で構わないと。まさにこれは金額交渉そのものじゃないですか、秘書さん。秘書は、結局は金の話か

と。目いっぱいの条件を提示していると。少し色をつけてでも地区外と。 

 ここで、ではこれは何の議論なのかということになるんですが、最初のこの横書きのものに戻ってほしいんで

すが、二十億円提示してはどうかということを秘書さんが一色氏に言っております。二十億円。 

 ところで、石井大臣、甘利氏の秘書は二十億円提示したらどうかと言っていた。ところが、それまでにＵＲは幾

らかの額を提示していたんですね。幾らを提示されていましたか。 

○石井国務大臣 ＵＲからは、補償交渉については、従来から、交渉の内容を明らかにすることによって今後の

補償業務の円滑な遂行に悪影響を及ぼすことがあることから、全面的に不開示とする取り扱いをしており、お尋

ねの件については、Ｓ社との間で現在まさに交渉中であることから、ＵＲとしてはお示しすることはできないと

いうふうに聞いております。 

 なお、ＵＲにおいてＳ社に昨日改めて確認をしたところ、Ｓ社社長からは、先ほど申し上げたように、補償交渉

の内容について、情報公開制度で通常開示されるべき範囲を超えて開示することは同意できないとの意向が表明

されているところであるというふうに聞いております。 

○山井委員 私、手元にＵＲの資料を持っております。これによると、ＵＲが提示した額は一億二千三百万。つま

り、ＵＲが一億二千三百万提示しているところに、甘利氏の秘書は二十億円提示しようと言っているわけですよ。

そして、そういう交渉のために大和事務所で五十万円を甘利氏に渡し、こういう疑惑なんですよ。 

 アベノミクスの司令塔と言われた甘利大臣と秘書さん、かつ、秘書さんは報告を甘利大臣にしていると言って

いるし、何よりも、二、三十分かけて一色氏は甘利大臣に説明をして、この産廃撤去のことを相談に乗ってくださ

いと言って、その説明をした後、五十万円を渡している。やはり、安倍総理、これは大きな問題だと思いますよ。

自民党はまだこういう金をもらって口ききをするという政治をやっているんですか。 

 安倍総理にもお伺いします。ぜひ、この黒塗りの部分を開示していただきたいんです。そうしないと、甘利大臣

も国会に来られない、秘書さんも行方不明、そして弁護士さんも、この三週間、ＵＲにも国交省にも一本も電話も

調査もしていない、これでは安倍政権挙げての疑惑隠し、隠蔽じゃないですか。安倍総理、ちゃんと情報開示をし

てください。 

○安倍内閣総理大臣 公表範囲については、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律、平成十三年法

律第百四十号等に基づき、ＵＲにおいて判断されるべき事項であると考えております。 

○山井委員 安倍総理は、繰り返し、甘利大臣が説明責任を果たすべきだということをおっしゃっていますが、

この間、甘利大臣に説明責任を果たすべきだということで連絡はおとりになりましたか。 

○安倍内閣総理大臣 甘利大臣は、先般、記者会見を開き、その時点での把握された調査結果について公表され

た、このように認識をしております。 

 その会見において、甘利前大臣自身も、引き続き調査を進め、公表すると語っており、個々の事実関係について

は甘利前大臣においてしっかりと説明責任を果たしていかれるものと私は考えております。 

○山井委員 残念ながら、甘利大臣の記者会見には事実と違う点がたくさんあると言わざるを得ません。御体調

が悪いのであれば出張尋問という形も可能であるわけでありますし、改めまして、甘利大臣の、そして二人の秘

書の方の証人喚問をお願いしたいと思います、委員長。 

○竹下委員長 後刻、理事会で協議をいたします。 

○山井委員 先ほども申し上げましたように、口きき政治はだめだ、金権政治はだめだ、政治というものは、お金

をもらって動くのではなくて、クリーンに国民のために仕事をしようという熱い思いで、議員立法であっせん利

得処罰法ができました。しかし、今回、このような絵に描いたようなあっせん利得と言われる案件を、これで何の

おとがめもないのであれば、このあっせん利得処罰法は完全にざる法だ、つくった意味がない、そういうことす

ら東京地検特捜部の元検事の方々もおっしゃっておられます。ぜひとも、疑惑隠しをしないでいただきたい。 

 それでは次に、社会保障の話に移ります。社会保障の介護です。 



 安倍総理は、一億総活躍の目玉として、介護離職ゼロということをおっしゃっています。 

 しかし、一昨日から始まった厚生労働省社会保障審議会介護保険部会は、全く真逆の議論を始められたんじゃ

ないですか。 

 要介護一、二、二百十四万人、この方々の家事援助、生活援助サービスを介護保険から外して全額自己負担にす

る。今までは一割負担ですから、ホームヘルパーさんとかは一時間二百五十円だったのが、全額自己負担になる

と二千五百円になります。なかなかこれは利用ができません、介護保険から外すんですから。 

 さらに、福祉用具、住宅改修も介護保険から外してはどうか、一割負担じゃなくて二割負担にふやす、そういう

人たちをふやすべきじゃないか、介護保険料の支払いを、今四十代以上なのを三十代からか二十代からに広げる

べきじゃないか、こういう議論をして、年内に結論を出して、来年の国会で介護保険法を通したい、こういうふう

な議論が始まったということであります。 

 安倍総理、私は本当に不思議だと思いますのは、家事援助、生活援助サービスをなくしたら、要は家族でやりな

さいということになるんですよ。仕事をやめて家族がやりなさい、介護離職倍増政策じゃないですか。介護離職

ゼロと言っている政権が介護離職を倍増させるような検討をなぜ始めたんですか、安倍総理。 

○安倍内閣総理大臣 介護保険は、高齢者の自立を支援し、介護の重度化を防ぐことを理念に掲げています。こ

れまでも累次の改正を行い、効果的なサービスの提供を進めてまいりました。 

 前回の介護保険法改正では、要支援の方を、介護保険の対象外とするのではなく、引き続き介護保険の地域支

援事業の対象として、市町村が、必要なサービスを地域の実情に応じて効果的かつ効率的に提供できるよう、仕

組みを見直しました。 

 昨年十一月には、和光市で地域支援事業として行われている介護予防の取り組みを視察いたしまして、要支援

の方が改善しているという話をお伺いして、大変感銘を受けたわけでございます。 

 御指摘の、軽度の要介護者に対する生活援助サービスのあり方については、昨年十二月の経済・財政再生アク

ション・プログラムの工程表において検討事項とされております。 

 社会保障審議会介護保険部会では、二月の十七日から次期介護保険制度改正に向けた議論が開始されたものと

承知をしていますが、軽度の要介護者の生活を支える観点からしっかり検討が行われることが重要であると考え

ております。 

 これは、今申し上げましたように二月十七日でございますから、つい先日開始されたばかりでございまして、

まだ結果が決まっているわけではないということは申し上げておきたい、こう思うところでございます。 

 介護離職ゼロは、一億総活躍社会の実現のための重要な政策の柱であります。 

 介護離職年間十万人という数字を深く憂慮し、介護離職により、介護する側も、介護を受ける側も共倒れにな

らないようにする必要があります。また、地域では十分な介護を受ける環境等になく、特養など施設入所を希望

される方がいる。その希望に応えることも必要であります。 

 介護をする側も、介護を受ける側も、双方が納得し、心豊かに過ごすこと、そのためには、施設、在宅サービス

の整備量を大きく上積みし、介護離職の防止と特養待機者の解消を同時になし遂げる考えであります。このため、

介護離職ゼロでは、十二万人分、当初の予定より整備量を上積みし、約五十万人分といたしました。 

 あわせて、新たに国有地の減額貸し付けを行うこととしまして、本年一月に、第一号となる減額貸し付けを行

ったところであります。 

 さらに、特養など施設とともに、地域での二十四時間見守りの在宅サービスや、小規模多機能といった地域に

密着したサービスの整備も行う考えであります。 

 また、サービスを支える介護人材の育成、確保、そして待遇改善を進めていきます。介護事業の生産性の向上に

総合的に取り組むことによって、必要な介護サービスの供給確保を目指してまいります。 

 補正予算及び来年度予算に必要な措置を盛り込み、取り組みを強力に進めていく考えでございます。 

○山井委員 安倍総理、長々と答弁をされて、おまけに、私が聞いていることには全く答えない。 

 今回、要介護一、二の二百十四万人の家事援助のサービス、調理、買い物、洗濯等々を介護保険から外して、一

時間二百五十円の自己負担を二千五百円に上げたら、利用できない人が続出しますよ。要は、家族にやれという



ことでしょう。家族にやれということと、介護離職ゼロは、百八十度方向性が逆じゃないですか。 

 さらに、今もおっしゃいましたけれども、これはダブルパンチで、来年の四月以降、全ての自治体で、要支援切

りと言われて、百六十二万人の要支援一、二の方々のサービスが地域支援事業に移されて、自己負担がふえるか

もしれない。プロの職員が来ないかもしれない。デイサービスの回数が減るかもしれない。これだけでも多くの

自治体は対応できないといって四苦八苦しているんです。おまけに、それだけでも介護離職がふえると言われて

いるのに、追い打ちをかけるようにこれをやる。 

 さらに、この左にもありますように、介護離職ゼロと言いながら、去年の四月には過去最大の介護報酬を引き

下げて、介護事業者の年間倒産件数も過去最大にふえているわけですよ。 

 言っていることとやっていることが違います。 

 おとついの審議会では、委員からこういう声が出ているんですよ。家族の負担増につながる。家族介護が必要

となり、介護離職ゼロが達成できない。軽度者外しは重症化を招く。 

 さらに、この問題が深刻なのは、今政府は、障害者も六十五歳以上は介護保険というふうに推し進めていって

いますが、私の知り合いの障害者の御家族の方々も、生活援助が切られたら、自分の障害のある子供はどうやっ

て老後、生活していけるの、夜も眠れないと。 

 さらに、私は高齢者のことばかり言っているんじゃないんですよ。結局、高齢者が介護サービスが来てくれな

かったら、今うまく介護サービスを利用して何とか仕事されているお子さんや家族は多いんですよ。その命綱を

切ろうとされているわけですよ。 

 こう言ったらなんですけれども、私も議員になる前は福祉の研究者で、老人ホームで半年以上実習したことも

ありますし、おむつ交換、入浴介助、ホームヘルパーさんと一緒に家を回って、スウェーデンにも二年留学して、

本当に現場のことは知り尽くしているつもりです。 

 安倍総理、改めてお聞きします。普通に考えたら、家事援助のサービスを切ったら家族が介護せざるを得なく

なる。明らかに介護離職ゼロと矛盾していると思いますが、安倍総理、いかがですか。 

○安倍内閣総理大臣 今回、軽度の要介護者に対する生活援助サービスのあり方については、あくまでも検討の

視点の一つであります。給付を見直すかどうかも含めて、現時点で何ら具体的な内容が決定しているわけではあ

りません。 

 いずれにしても、介護保険制度の趣旨や制度改正の状況を踏まえつつ、さまざまな角度で検討することが必要

となると考えているところであります。 

 本来であれば、こういうことについて議論する上においては、やはり厚生労働大臣を呼んでいただいた方がい

いんだろう、私はこのように思うわけであります。なぜ意図的に厚生労働大臣をここに座らせないのか、一体ど

ういうことなんだろうということは申し上げておきたい、こう思うわけであります。 

 各分野においては担当大臣がいるわけでありますから、私は全体的な方針をここで総理大臣として示すことは

できますけれども、より深い議論がしたいのであれば、担当大臣を呼んでいただきたい。我が党が野党のときは

そういう姿勢をとっていたということは申し上げておきたいと思います。 

 そして、先ほど申し上げたとおり、二月の十七日から始まった社会保障審議会介護保険部会で、次期介護保険

制度改正に向けた議論が開始されたものと承知をしており、軽度の要介護者の生活を支える観点からしっかり検

討が行われることが重要であると考えております。 

○山井委員 何度も申し上げますが、私が聞いていないことを長々長々答弁して時間潰しをするのは、一国の総

理大臣のやることとしていかがかと私は思います。 

 さらにこれから検討すると言うけれども、結局、参議院選挙に勝ったら、この二百十四万人の要介護一、二を切

るわけでしょう。私たちは体を張ってでも阻止しますよ。高齢者だけじゃなく、その家族の人生もかかっている

んですし、障害者の方々の老後も人生もかかっているんですから、絶対許しません。 

 さらに、介護離職ゼロとおっしゃいますが、介護職員離職ゼロにしないと、そのことは実現できないんですよ。

幾ら安倍総理が施設を建てる建てるとおっしゃったって、働く人がおられないんです。 

 ついては、私たちの会派で、介護職員処遇改善法、介護サービスや障害者福祉サービスに従事している方々の



賃金を引き上げる議員立法を今後国会に提出する予定です。ぜひ、安倍総理、それに賛成をしてください。いかが

ですか。 

○安倍内閣総理大臣 介護職員の処遇については、平成二十七年度介護報酬改定で、月額一万二千円相当の介護

職員の待遇改善加算の拡充を行いました。そして、平成二十七年十月時点では、約七割の事業所が加算の上乗せ

を行っています。また、これらの事業所には、勤務年数に応じた給与の設定などを行わせています。実施状況につ

いては、厚生労働省において詳細を把握し、ことし三月に公表予定と聞いています。処遇改善の進捗状況等を踏

まえ、必要な財源を確保しつつ、介護人材の確保に向けてしっかりと取り組んでまいりたい、このように思いま

す。 

 今お話のあった御党の法案は、まだ提出をされておりませんし、私は一条も見ておりませんから、お答えのし

ようがないということでございます。 

○山井委員 安倍総理は現場を全然わかっておられない。十分に介護職員さんの賃金は上がっていません。今で

も平均月給は一般の職種の十万円ぐらい低いんです。これを上げることが党派を超えた私たちの責務であります。 

 次に、年金の話に移らせていただきます。 

 きょうも朝から三百円程度株が下がって、一万六千円を切っております。この感覚でいくと、年始から約九兆

円、ことしに入ってから年金運用損が機械的に計算すれば出ている計算になります。 

 ここに書きましたように、問題は何かといいますと、安倍政権になって、一昨年の十月、株式の運用比率を倍増

したんですね、二四％から五〇％に。安倍総理は、三十三兆円プラスが出ているとおっしゃいますが、株式運用を

倍増してからは、手元の資料によりますと、今日まででほぼプラス・マイナス・ゼロぐらいなんですね、株式の運

用比率を倍増するという安倍政権の姿勢をやってからは。 

 ということは、今後ますます下がっていったら、株式運用比率を倍増させた政策は失敗だったということに受

け取られかねませんよ、もちろん四十年、五十年とおっしゃるんでしょうけれども。やはり、ここは国民が不安に

なるんです。 

 そこで、安倍総理に一番わかりやすい質問をしたいと思います。 

 二〇〇八年のリーマン・ショックのときに、年金運用損が出ました。それで、このことについて長妻議員が、平

成二十六年十二月二十四日に質問主意書を出しておられます。その回答を、改めてこの場で総理にお答えいただ

きたい。 

 仮に、株式の運用比率を倍増させた新しいポートフォリオ、資産運用割合を過去十年に当てはめると、リーマ

ン・ショックがあった二〇〇八年度の赤字額は幾らだったことに計算的になるのか、また、二〇〇八年度の実際

の赤字額は幾らか、あわせてお示しいただきたい。これは質問主意書に回答も出ておりますので、配付資料をご

らんいただければと思います。四ページです。 

 安倍総理、御答弁ください。 

○安倍内閣総理大臣 まず、先ほど、ポートフォリオ変更後の運用収益はちょぼちょぼじゃないかというお話だ

ったんですが、第二・四半期でのマイナス七・九兆円を含めても、ポートフォリオ変更後の運用収益は、過去一年

間ではプラス四・二兆円であります。ちなみに、民主党政権は三年間で四兆円でございます。そのことは申し上げ

ておきたい、このように思います。これは、今ファクトを申し上げているわけでありまして、我々は三年間で三十

三兆円プラスであります。 

 そこで、年金積立金の運用は安全かつ効率的に行うことが重要であることは言うまでもありませんが、デフレ

から脱却をし、物価が上昇していく局面では、国内債券だけでは実質的な年金給付を確保することは困難となる、

このように思うわけでございます。 

 そして、今の御質問は、まず一つは、長妻議員提出の質問主意書に対する答弁でありますが、あくまでもこれは

確率論として想定される最大の損失額をお答えしたわけでございまして、その後リーマン・ショックについても

御質問があった、このように思うわけでございます。 

 これによれば、答弁の中では、見直し後の基本ポートフォリオを二〇〇八年度に当てはめて試算した場合の、

これが聞きたかったんだろうと思いますが、収益額は約マイナス二十六・二兆円でありまして、実際の収益額は



マイナス九・三兆円とお答えをしたわけであります。 

 ここからが大切なんですが、しかしながら、現行の基本ポートフォリオでリーマン・ショックを含む過去十年

間運用したと仮定しますと、従前のポートフォリオよりそれぞれの年度の収益の振れ幅は大きくなるものの、名

目運用利回りは四・三％となります。従前のポートフォリオでの実際の収益率約三・三％を一・一％上回る収益が

得られることになる、そのことも申し上げておきたいと思います。 

 年金積立金は、長期運用で年金財政上必要な積立金を確保することを目的とし、短期的な収益の確保を目指し

ているものではありません。したがって、積立金の運用は、短期的な動向に過度にとらわれることがあってはな

らないわけでありますし、ましてや、一日の株価の変動に一喜一憂してはならないのは当然のことではないか。 

 繰り返しになりますが、安倍政権においては、七・九兆円の損失を含めても、三年間で三十三兆円のプラスにな

っているということを申し上げておきたい、このように思う次第でございます。 

○山井委員 今、重大な答弁がありました。リーマン・ショックでは九・三兆円の運用損、しかし、安倍政権で株

式の運用比率を倍増させたために、同じリーマン・ショック級のことになればマイナスは二十六・二兆円、三倍に

損失額は広がる。つまり、年金のリスクは三倍に広がったんですよ。 

 特にこれが響いてくるのは、高齢者というよりは、今後高齢者になる若者世代です。安倍総理、若者の老後を犠

牲にしていると思いませんか。いかがですか。 

○安倍内閣総理大臣 ですから、今私が申し上げましたように、その一瞬一瞬を見てはならないということを私

は申し上げたわけであります。 

 確かに振れ幅は大きくなります。その一瞬を見れば確かに新たなポートフォリオの方が損失は大きくなるわけ

でありますが、一瞬ではなくて、この十年間で見れば一・一％も利回りはよくなっているわけであります。 

 そして、かてて加えて、過去のデフレ時代と違って、しっかりと物価安定目標に向かって物価が上昇している

という状況においては、それに合わせたポートフォリオを構築しなくては、年金受給者に対してしっかりとした

年金額を確保することができない。そのためのポートフォリオの変更だということでございます。 

○山井委員 先ほど安倍総理は四兆円プラスになっているとおっしゃいましたが、資料を持っていますけれども、

それは去年の九月までの話ですよ。その後下がっているから、今かなり、もうとんとんになりつつあるというこ

とを私は言っているわけで、当時、株式運用比率を倍増したときの二〇一四年十月三日の運用委員会の議事録で

も、委員の方はこうおっしゃっているんですよ。二〇〇八年のリーマン・ショックのときの損失は国内債券中心

であったため九兆円で済んだわけだが、それを大幅に上回る三十兆円という、単年度で運用損が発生する可能性

がある、それを国民が受け入れるのか、こういう議論があるんですよ。 

 もうこれで終わりますが、アベノミクスで株価を上げるために年金を株価につぎ込む、そのことによって、年

金生活者、若者の将来の老後のリスクを大きくする、こういうアベノミクスは若者に対して大変問題であるとい

うことを強く申し上げまして、私の質問を終わります。 

○竹下委員長 午後一時から委員会を再開することとし、この際、休憩いたします。 

    午後零時二分休憩 

     ————◇————— 

    午後一時開議 


